
愛知県地域医療介護総合確保基金事業（介護従事者確保分）補助金交付要綱の一部改正 新旧対照表 

新 旧

（通則） 

第１ 略 

（交付の対象及び交付額の算出方法） 

第２ １項から２項 略 

３ 以下の各号に定める補助事業については一補助事業者あたりの補助金の交付額に上限金額を定める。

 （1）から（2） 略 

 （3） 介護事業所 ICT 導入支援事業については、令和４年６月１７日付け老高発 0617 第２号厚生労働

省老健局高齢者支援課長通知により、補助年度を超えた１事業所当たりの補助上限額が規定されてい

るため、前項(3)により算定された額に調整を行うことがある。調整方法については別に定めるところ

による。 

（申請手続） 

第３から第８まで 略 

（実績報告） 

第９ 略 

２ 前項に定める実績報告書の提出期限は補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。以下同じ。）

の日から起算して 30 日を経過した日又は翌年度の４月５日のいずれか早い期日とする。ただし、知事

が必要と認めるときは、改めて提出期限を定めることができる。

（補助金の額の確定） 

第 10 から第 15 まで 略 

附 則 

略 

附 則 

この要綱は、令和４年８月５日に施行し、令和４年４月１日から適用する。 

（通則） 

同左 

（交付の対象及び交付額の算出方法） 

同左 

３ 以下の各号に定める補助事業については一補助事業者あたりの補助金の交付額に上限金額を定める。

 同左 

 （3） 介護事業所 ICT 導入支援事業については、令和３年３月４日付け老高発 0304 第１号、老認発 0304

第１号厚生労働省老健局高齢者支援課長、認知症施策・地域介護推進課長通知により、補助年度を

超えた１事業所当たりの補助上限額が規定されているため、前項(3)により算定された額に調整を

行うことがある。調整方法については別に定めるところによる。 

（申請手続） 

同左 

（実績報告） 

同左 

２ 前項に定める実績報告書の提出期限は補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。以下同じ。）

の日から起算して 30日を経過した日又は翌年度の４月５日のいずれか早い期日とする。 

（補助金の額の確定） 

同左 

附 則 

同左 



新 旧

別表 

介護従事者の確保に関する事業 

１ 基金事業 ２ 交付の対象 ３ 基準額 ４ 対象経費 ５ 補助事業者 ６ 補助率 

介護の普及啓発事業の項から喀痰吸引等整備事業の項まで 略 

外国人介護留

学生奨学金給
付等支援事業

令和 4 年 3 月

29 日付け社援
基発 0329 第 1
号厚生労働省

社会・援護局福
祉基盤課長通
知に基づき実

施する事業及
び平成 31 年 4
月 1 日付け 31

地福第 220 号
福祉局長通知
の「外国人介護

留学生奨学金
給付等支援事
業実施要綱」に

基づき実施す
る事業 

略 略 略 略 

介護事業所Ｉ
ＣＴ導入支援
事業 

令和 4 年 6 月
17 日付け老高
発 0617 第 2 号

厚生労働省老
健局高齢者支
援課長通知に

基づき実施す
る事業及び令
和元年 11 月 1

日付け 31 地福
第 1286 号福祉
局長通知の｢介

護事業所ＩＣ
Ｔ導入支援事
業実施要綱｣に

基づき実施す
る事業 

職員数※に応じ
て、１事業所当
たり以下のとお

り 

(1) 以下のいず

れかを満たす場
合（予定を含
む） 

① LIFEにデー
タ提供している
又は提供を予定

していること 
② 同一事業所
内に加えて、異

なる事業所間や
地域の関係機関
間において居宅

サービス計画書
等のデータ連携
を行っている又

は行うことを予
定していること

介護事業所が
導入するＩＣ
Ｔ機器の購入、

リース等に関
する次の経費 

(1)介護ソフト
記録業務、情報
共有業務、請求

業務を一気通
貫で行う機能
を持つ介護ソ

フトの購入費
又は使用料（た
だし、事業所が

独自開発する
介護ソフト等
に係る費用は

対象外） 

(2)情報端末 

専ら介護ソフ
トを使用する

略  

略 

別表 

介護従事者の確保に関する事業 

１ 基金事業 ２ 交付の対象 ３ 基準額 ４ 対象経費 ５ 補助事業者 ６ 補助率 

同左 

外国人介護留

学生奨学金給
付等支援事業

令和3年 6月

4日付け社援
基発0604第 1
号厚生労働省

社会・援護局
福祉基盤課長
通知に基づき

実施する事業
及び平成31年
4月 1日付け

31地福第220
号福祉局長通
知の「外国人

介護留学生奨
学金給付等支
援事業実施要

綱」に基づき
実施する事業 

同左 同左 同左 同左 

介護事業所Ｉ
ＣＴ導入支援
事業 

令和3年3月4
日付け老高発
0304 第 1 号、

老認発 0304 第
1号厚生労働省
老健局高齢者

支援課長、認知
症施策・地域介
護推進課長通

知に基づき実
施する事業及
び令和元年 11

月 1 日付け 31
地福第 1286 号
福祉局長通知

の｢介護事業所
ＩＣＴ導入支
援事業実施要

綱｣に基づき実
施する事業 

職員数※に応じ
て、１事業所当
たり以下のとお

り 

(1) 以下のいず

れかを満たす場
合（予定を含
む） 

① LIFEにデー
タ提供している
こと 

② 同一事業所
内に加えて、異

なる事業所間や
地域の関係機関
間において居宅

サービス計画書
等のデータ連携
を行っているこ

と 

介護事業所が
導入するＩＣ
Ｔ機器の購入、

リース等に関
する次の経費 

記録業務、情報
共有業務、請求
業務を一気通

貫で行う機能
を持つタブレ
ット端末・スマ

ートフォン等
ハードウェア
購入費及びソ

フトウェア購
入費又は使用
料（標準仕様や

LIFE 対応のた
めの改修経費
も含む。ただ

し、開発の際の
開発基盤のみ

同左  

同左 



新 旧
③ＩＣＴ導入計
画書において文
書量の半減を見

込んでいること

ア １名以上10

名以下  
1,333,334円

イ 11名以上 20

名以下 
2,133,334円

ウ 21名以上 30

名以下 
2,666,667円

エ 31名以上 

3,466,667円

ための端末で
あってタブレ
ット端末やイ

ン カ ム な ど
ICT 技術を活
用したものの

購入費又は使
用料（ただし、
メンテナンス

費や事業所に
設置するパソ
コンやプリン

ター等の端末
にかかる費用
は対象外） 

(3)通信環境機
器等 

(1)(2)を利用
するために必
要な Wi-Fi 環

境を整備する
ために必要な
機器購入費及

び設置費（ただ
し、通信費は対
象外） 

(4)保守経費等
クラウドサー

ビス利用料、保
守・サポート
費、導入設定

費、導入研修
費、セキュリテ
ィ対策費、ICT

導入に関する
他事業者から
の照会等に応

じた経費等 

(5)その他 

バックオフィ
ス業務ソフト
導入の購入費

又は使用料、そ
の他知事が適
当と認めるも

（2）略 略 

ア １名以上10
名以下  

1,333,334円
イ 11名以上 20
名以下 

2,133,334円
ウ 21名以上 30
名以下 

2,666,667円
エ 31名以上 

3,466,667円

は対象外。）、事
業所内で情報
共有に使用す

るインカム機
器購入費又は
使用料、運用に

必要なネット
ワ ー ク 機 器
（Wi-Fi等）の

購入費及び設
置費、クラウド
サービス利用

料、保守・サポ
ート費、導入設
定費、導入研修

費、セキュリテ
ィ対策費、バッ
クオフィス業

務ソフトの購
入費又は使用
料、ICT導入に

関する他事業
者からの照会
等に応じた経

費、その他知事
が適当と認め
るもの（保険

料、通信費、メ
ンテナンス費
用(介護ソフト

のシステム保
守料を除く。）、
事業所に設置

するパソコン
及びプリンタ
ー、既に保有し

ている機器等
の廃棄に係る
経費並びに機

器の設置に係
る建物の改修
費は対象外） 

同左 同左 



新 旧
の（ただし、既
に保有してい
る機器等の廃

棄に係る経費
並びに機器の
設置に係る建

物の改修費は
対象外） 

介護ロボット
導入支援事業

令和 4 年 6 月
17 日付け老高
発 0617 第 2 号

厚生労働省老
健局高齢者支
援課長通知に

基づき実施す
る事業及び令
和2年 8月 12

日付け２高福
第 698 号福祉
局長通知の｢介

護ロボット導
入支援事業実
施要綱｣に基づ

き実施する事
業 

(1)介護ロボッ
ト１機器当たり

ア 以下の要件
を満たす場合 
少なくとも見守

りセンサー、イ
ンカム・スマー
トフォン等の

ICT機器、介護
記録ソフトの３
点を活用し、従

前の介護職員等
の人員体制の効
率化を行うとと

もに、利用者の
ケアの質の維
持・向上や職員

の休憩時間の確
保等の負担軽減
に資する取組を

行うことを予定
していること 

①移乗支援（装
着型・非装着

型）、入浴支援
の場面において
使用されるもの

1,333,334円

②移動支援、排

泄支援、見守
り・コミュニケ
ーション、介護

略 略  

略 

介護ロボット
導入支援事業

令和3年3月4
日付け老高発
0304第 1号､老

認発 0304 第 1
号厚生労働省
老健局高齢者

支援課長､認知
症施策・地域介
護推進課長通

知に基づき実
施する事業及
び令和2年8月 

12 日付け２高
福第 698 号福
祉局長通知の

｢介護ロボット
導入支援事業
実施要綱｣に基

づき実施する
事業 

(1)介護ロボッ
ト１機器当たり

ア 以下のいず
れの要件を満た
す場合 

(ア) 少なくと
も見守りセンサ
ー、インカム・

スマートフォン
等のICT機器、
介護記録ソフト

を活用し、従前
の介護職員等の
人員体制の効率

化を行うことを
予定しているこ
と 

(イ) 利用者の
ケアの質の維
持・向上や職員

の休憩時間の確
保等の負担軽減
に資する取組を

行うことを予定
していること 

①移乗支援（装
着型・非装着

型）、入浴支援
の場面において
使用されるもの

1,333,334円

②移動支援、排

泄支援、見守
り・コミュニケ
ーション、介護

同左 同左  

同左 



新 旧
  業務支援の場面

において使用さ
れるもの 

400,000円

イ 略 略 

(2)見守り機器

の導入に伴う通
信環境整備 

ア 以下の要件
を満たす場合 
少なくとも見守

りセンサー、イ
ンカム・スマー
トフォン等の

ICT機器、介護
記録ソフトの３
点を活用し、従

前の介護職員等
の人員体制の効
率化を行うとと

もに、利用者の
ケアの質の維
持・向上や職員

の休憩時間の確
保等の負担軽減
に資する取組を

行うことを予定
していること 

１事業所当たり
10,000千円

略  

略 

イ 略 略 

外国人介護人
材受入施設等
環境整備支援

事業 

令和 4 年 3 月
29 日付け社援
基発 0329 第 1

号厚生労働省
社会・援護局福
祉基盤課長通

知に基づき実
施する事業及 

略 略 略 略 

  業務支援の場面
において使用さ
れるもの 

400,000円

同左 同左 

(2)見守り機器

の導入に伴う通
信環境整備 

ア 以下のいず
れの要件を満た
す場合 

(ア) 少なくと
も見守りセンサ
ー、インカム・

スマートフォン
等のICT機器、
介護記録ソフト

を活用し、従前
の介護職員等の
人員体制の効率

化を行うことを
予定しているこ
と 

(イ) 利用者の
ケアの質の維
持・向上や職員

の休憩時間の確
保等の負担軽減
に資する取組を

行うことを予定
していること 

１事業所当たり
10,000千円

同左  

同左 

同左 同左 

外国人介護人
材受入施設等
環境整備支援

事業 

令和3年6月4
日付け社援基
発 0604 第 1 号

厚生労働省社
会・援護局福祉
基盤課長通知

に基づき実施
する事業及び 

同左 同左 同左 同左 



新 旧
び令和2年8月
12 日付け２高
福第 698 号福

祉局長通知の
「外国人介護
人材受入施設

等環境整備支
援事業実施要
綱」に基づき実

施する事業 

介護人材確保対策連携支援事業の項から介護福祉士等修学資金貸付事業まで 略 

令和 2 年 8 月
12 日付け２高
福第 698 号福

祉局長通知の
「外国人介護
人材受入施設

等環境整備支
援事業実施要
綱」に基づき実

施する事業 

同左 


